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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年３月６日（平成３０年（行情）諮問第１２７号） 

答申日：平成３０年７月２日（平成３０年度（行情）答申第１５７号） 

事件名：愛知労働局職員の懲戒処分等に関する文書（特定期間のもの）の一部

開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   懲戒処分に関する処分説明書，訓告，厳重注意に関する文書等（平成１

８～２８年度分）（以下「本件対象文書」という。）につき，その一部を

不開示とした各決定については，別表の４欄に掲げる部分を開示すべきで

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年

８月２３日付け愛労発総０８２３第１号ないし同第１１号により，愛知労

働局長（以下「処分庁」という。）が行った各一部開示決定（以下，併せ

て「原処分」という。）について，その取消しを求めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

   今回以下のような経緯があったが，平成２９年１０月６日の棄却裁決が

厚生労働省の誤判断であり，本来不作為の審査請求で審査会への諮問が必

要であったと考えられる。 

  ① 平成２９年３月２０日に行政文書開示請求を厚生労働省愛知労働局に

行った。 

  ② 平成２９年７月９日に，法１０条や１１条に基づく延長が行われてい

なかったため，開示決定の不作為であるとして審査請求を行った。 

    （平成２９年５月１９日から平成２９年６月８日までの補正期間はあ

ったが，（その期間を除き）３０日，６０日経過してもなにも通知がな

かった。） 

  ③ 平成２９年８月２３日に一部が開示決定されました。 

  ④ 平成２９年１０月６日に審査請求を棄却する裁決があった。 

    （棄却理由：平成２９年８月２３日に処分を行っており，審査請求の

目的が消滅したため） 
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   本来③の段階で一部開示決定のため，審査会への諮問が必要であった。

（１９条違反） 

   一連の請求において，法令違反（１０，１１，１９条違反）があったこ

とから，開示結果が適正であるか疑われる。また処分案件の社会的影響度

などから，開示すべきものがあると思われる。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件審査請求の経緯 

 （１）本件審査請求人である開示請求者（以下，第３において「請求者」と

いう。）は，平成２９年３月２０日付け（同月２２日受付）で，処分庁

に対して，法３条の規定に基づき，行政文書開示請求書のとおり開示請

求を行った。 

 （２）これに対して，処分庁は，当該開示請求に係る対象行政文書が著しく

大量であるため，法１１条（開示決定等の期限の特例）の規定を適用す

ることとし，平成２９年４月２１日付けで，その旨請求者に対して通知

を行い，当該開示請求に係る行政文書の開示決定等を同年１２月２８日

までに行うこととした。 

 （３）平成２９年７月９日，請求者は，行政文書開示請求書の「請求する行

政文書の名称等」の欄に列記する文書のうち「懲戒処分に関する処分説

明書，訓告，厳重注意に関する文書等（平成１８～２８年度分）」につ

いて，処分庁の不作為に係る審査請求を提起したが，処分庁は，本件開

示請求について，同年８月２３日付け愛労発総０８２３第１号ないし同

第１１号により，部分開示決定（原処分）を行ったため，本件開示請求

については，上記（２）により，同年１２月２８日まで開示決定期限が

延長されていること，及び既に処分庁において部分開示決定が行われて

いることから，当該審査請求を同年１０月６日付けで却下した。 

 （４）本件審査請求は，上記（３）で述べた平成２９年８月２３日付け愛労

発総０８２３第１号ないし同第１１号による原処分に不服があるとして，

同年１１月１９日付け（同月２１日受付）で，原処分の取消しを求め，

提起されたものである。 

 ２ 諮問庁としての考え方 

   本件審査請求に関し，法５条１号の規定により，一部不開示とした原処

分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと考える。 

 ３ 理由 

 （１）本件対象文書の特定について 

    原処分における対象行政文書は，愛知労働局職員の懲戒処分等に係る

文書であり，愛知労働局において，探索を行ったところ，平成１８年か

ら平成２８年特定月日までの間に，別表記載の「懲戒処分書」，「処分

説明書」，「人事異動通知書」，「訓告書」，「厳重注意書」，「厳重
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注意書（口頭）」について１８４件認められたため，その全てについて

本件対象文書として特定した。 

   ア 懲戒処分書 

     懲戒処分書は，国家公務員法８２条に基づき職員を懲戒処分とする

場合に，人事院規則１２－０第５条の規定に基づいて交付する文書

である。当該文書は，①「懲戒処分書」の文字，②懲戒処分に係る

職員の占める官職の組織上の名称等，③懲戒処分に係る職員の氏名，

④懲戒処分の内容，⑤懲戒処分を発令した日付，⑥「任命権者」の

文字及び任命権者の組織上の名称，⑦任命権者の氏名及び官印から

構成されている。なお，人事異動通知書については，標題は「人事

異動通知書」であるものの，内容は一般の懲戒処分書と同一である。 

   イ 処分説明書 

     処分説明書は，懲戒処分の対象となった職員に対して，処分の内容

及び理由等を通知するために，これらの事項が記載された国家公務

員法８９条１項により作成が義務づけられている文書である。当該

文書は，①処分者，②被処分者（所属部課，氏名（ふりがな），官

職，級及び号俸），③処分の内容（処分発令日，処分効力発生日，

処分説明書交付日，根拠法令，処分の種類及び程度，国家公務員倫

理法２６条による承認の日，処分の理由）から構成されている。 

   ウ 訓告書，厳重注意書，厳重注意書（口頭） 

     訓告書，厳重注意書，厳重注意書（口頭）は，懲戒処分には至らな

いまでも，発生した非違行為に対し，職員に責任を自覚させ，今後

の職務履行の改善向上を図るための監督上の措置を行う際に，量定

の重い順に，訓告，厳重注意，口頭厳重注意の措置として，それぞ

れ作成する文書である。 

     いずれの文書も，①被処分者（所属，氏名，官職），②処分の内容，

③処分の理由，④措置日，⑤措置権者から構成されている。 

 （２）原処分における不開示部分について 

    本件対象文書には，特定の被処分者個人について，上記のとおり，特

定の非違行為に対する処分等の内容に関する記載があり，これらの情報

は，自己の資質，人格又は名誉等に密接に関わる当該職員固有の情報で

あるとして，他人に知られたくないと望むのが通常である。このような

懲戒処分等の性格からして，懲戒処分等の処分内容及び執行状況等は，

処分者，被処分者及び人事担当者のみが知り得るものであり，その取扱

いには細心の配慮がなされ，たとえ同じ職場に勤務する職員であっても

知ることはできない。 

    したがって，これらの記載は，法５条１号の個人に関する情報であっ

て，当該情報に含まれる氏名その他の記述により特定の個人を識別でき
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るものに該当する。 

    また，被処分者は国家公務員であり，当該事案の中に被処分者の職務

に関係する部分が含まれるとしても，懲戒処分を受けることが当該職員

に分任された職務の遂行に係る情報ではないことから，同号ただし書ハ

にも該当しない。さらに同号ただし書イ及びロに該当すると認められる

べき事情もない。 

    以上のことから，当該部分を不開示とした。 

 （３）請求者の主張について 

    請求者は，「開示結果が適正であるか疑われる」，「処分案件の社会

的影響度から開示すべきものがある」ことを理由として主張するが，上

記のとおり，不開示箇所については，法５条各号に基づいて不開示情報

該当性を判断しているものであることから，本件結論に影響を及ぼすも

のとは認められない。 

 ４ 結論 

   以上のとおり，原処分を維持することが妥当であり，本件審査請求は棄

却すべきと考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年３月６日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２２日       審議 

   ④ 同年６月１４日     本件対象文書の見分及び審議 

   ⑤ 同月２８日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 

   本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

本件対象文書を構成する別表に掲げる文書１ないし文書１８４について，

その一部を法５条１号に該当するとして不開示とする原処分を行ったとこ

ろ，審査請求人は，原処分の取消しを求めている。 

   これに対して，諮問庁は，原処分を妥当としていることから，本件対象

文書を見分した結果を踏まえ，不開示部分の不開示情報該当性について，

以下，検討する。 

 ２ 不開示情報該当性について 

 （１）本件対象文書を見分したところ，懲戒処分書（人事異動通知書を含む。

以下同じ。）による懲戒処分は，免職１件，停職２件，減給８件及び戒

告９件であり，矯正措置書（訓告書，厳重注意書及び厳重注意書（口

頭））による矯正措置は，訓告３０件，厳重注意３０件及び厳重注意

（口頭）８４件であり，以下のとおりであると認められる。 
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   ア 懲戒処分書 

     当該文書は，人事院規則１２－０（職員の懲戒）５条に基づき，被

処分者に対して交付しなければならない文書であり，①被処分者の

氏名，②官職，③懲戒処分の内容，④交付年月日及び⑤任命権者の

官職・氏名を記載する欄が設けられている。 

     処分庁は，上記のうち，①被処分者の氏名及び②官職について，法

５条１号に該当するとして不開示としており，その余の部分は開示

している。 

   イ 処分説明書 

     当該文書は，懲戒処分を科せられた国家公務員に対し，処分の内容

及び理由等を通知するために，国家公務員法８９条１項に基づき，

処分の事由を記載して，処分権者から被処分者に対して交付する処

分説明書であり，その様式は，「処分説明書の様式および記載事項

等について」により，人事院において定められているものである。 

     当該文書には，①当該処分に対する不服申立てについて説明した

「（教示）」欄のほか，②処分者の官職及び氏名を記載する「１ 

処分者」欄，③被処分者の所属部課，氏名，官職，俸給の級及び号

俸を記載する「２ 被処分者」欄並びに④処分発令日，処分効力発

生日，処分説明書交付日，根拠法令，処分の種類及び程度等並びに

処分の理由を記載する「３ 処分の内容」欄が設けられている。 

     処分庁は，「２ 被処分者」欄のうち，「所属部課」の全部又は一

部，「氏名（「ふりがな」を含む。以下同じ。）」，「官職」及び

「級及び号俸」並びに「３ 処分の内容」欄のうち，「処分の理由」

の記載の一部について，法５条１号に該当するとして不開示として

おり，その余の部分は開示している。 

   ウ 矯正措置書（訓告書，厳重注意書及び厳重注意書（口頭）） 

     当該文書は，厚生労働省職員の訓告等に関する規程に基づき作成す

る文書であって，①被処分者の所属部課，官職及び氏名，②訓告又

は厳重注意の事由，③（交付）年月日並びに④措置権者の官職及び

氏名がそれぞれ記載されている。 

     処分庁は，被処分者の「所属部課」の一部，「官職」及び「氏名」

並びに訓告又は厳重注意の事由の記載の一部について，法５条１号

に該当するとして不開示としており，その余の部分は開示している。 

 （２）法５条１号該当性について 

    本件対象文書には，被処分者の非違行為の内容及びこれに対する処分

又は措置に関する記載が，当該被処分者の氏名，所属，官職等とともに

記載されていることから，本件対象文書に記載された情報は，被処分者

に係る文書ごとに，全体として当該懲戒処分又は当該矯正措置の対象と
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なった職員に係る法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができるものに該当すると認められる。 

 （３）法５条１号ただし書該当性について 

   ア 法５条１号ただし書イ該当性について 

   （ア）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し確認させたところ，厚生

労働省における職員の懲戒処分等の公表については，「懲戒処分の

公表指針について（通知）」（平成１５年１１月１０日総参－７８

６ 人事院事務総長通知）に基づく関連通達等によって，①職務遂

行上の行為又はこれに関連する行為に係る懲戒処分，②職務に関連

しない行為に係る懲戒処分のうち，免職又は停職である懲戒処分，

③国家公務員倫理法又は同法に基づく命令に違反した場合の懲戒処

分のいずれかに該当するものについては，公表対象とすることとし

ている旨説明する。 

   （イ）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，本件懲戒処分等の公表

状況を照会させたところ，文書１９ないし文書９９，文書１４１，

文書１４２，文書１４６，文書１４７，文書１５５，文書１５６，

文書１７０ないし文書１７２に係る懲戒処分等について，公表して

いるとのことである。 

      当審査会において，諮問庁から当該報道発表資料の提示を受けて

確認したところ，いずれも本件開示請求がなされた時点から１年以

上前に公表されたものであることが認められる。 

   （ウ）法５条１号ただし書イにいう「公にされている情報」とは，開示

請求時点において公表状態に置かれていると評価される情報を意味

すると解されるところ，公務員による非違行為事案の概要が，本件

のように被処分者の所属部課，官職，処分発令日，処分の種類・程

度，処分の理由など当該職員が誰かを知る手掛かりとなる情報と共

に過去のある時点で報道発表され，公衆が広く知り得る状態に置か

れると，それにより，当然に特定の個人が識別され，その個人情報

が公にされることとなる。それにもかかわらず報道発表がされるの

は，同種非違行為事案の再発防止その他職務執行行為の適正及び倫

理の保持を図り，それによって公務員に対する国民の信頼の確保に

資することを目的としているためであると考えられる。 

      これに対し，法では，行政機関の諸活動を国民に説明する責務を

全うするために，保有情報を求めに応じて開示することを原則とし

つつも，なお個人情報については，法５条１号及び６条により，個

人の権利利益を侵害する程度等との均衡を図りつつ，開示すること

が求められている。そうすると，上述した報道発表の目的と対比す

るとき，過去の一時点において事案の概要が報道発表された場合，
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当該概要のうち，被処分者の識別・特定に関する情報部分を除いた

部分，すなわち非違行為の客観的態様の部分については，時の経過

を考慮する必要性が乏しいことから，特段の事情がない限り，開示

請求時点においてもなお慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報であるとの性質を失わないと認められる。しか

しながら，被処分者の識別・特定に関する情報部分については，報

道発表の時点から時間が経過するに従い，事案の社会的影響や事案

に関する社会一般の関心や記憶は薄れていき，新聞社名等や報道年

月日が特定されない限り次第に公衆が知り得る状態に置かれている

とはいえなくなっていくと認められる。それゆえ，報道発表後，相

応の時間が経過したような場合においては，報道発表された情報の

うち，被処分者の識別・特定に関する情報は，もはや現に「公にさ

れている情報」にも「公にすることが予定されている情報」にも該

当しないと解するのが相当である。 

   （エ）そこで検討すると，本件懲戒処分等のうち上記（イ）に掲げる文

書については，公表された非違行為の客観的態様の部分について，

今なお公表慣行を認めるべきであり，そのうち別表の４欄に掲げる

部分は，公表資料と同様の記述内容であることから，慣行として公

にされている情報であると認められ，法５条１号ただし書イに該当

し，開示すべきである。その余の部分については，公表資料に同様

の内容が記載されている情報であるとは認められない。 

      また，上記（イ）に掲げる文書を除く文書については，当該文書

に係る懲戒処分等が公表されておらず，その予定があることをうか

がわせる事情も存しないことから，当該文書で不開示とされている

部分は，法５条１号ただし書イに該当するとは認められない。 

   （オ）次に，上記（イ）に掲げる文書のうち上記（エ）で開示すべきと

する部分を除く部分について更に検討すると，まず，被処分者は公

務員であるが，本件事案の中に被処分者の職務遂行中にされた非違

行為に係るものが含まれているとしても，処分を受けたことに関す

る情報は，被処分者に分任された職務の遂行の内容に係る情報とは

認められず，「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」

（平成１７年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ）にいう

「職務遂行に係る情報」に該当するとはいえないので，当該部分の

うち当該職員の氏名について申合せの適用はないことから，法５条

１号ただし書イに該当するとは認められない。また，その余の部分

についても同号ただし書イに該当するとは認められない。 

   イ 法５条１号ただし書ロ及びハ該当性について 

     本件不開示部分に記載された情報は，人の生命，健康，生活又は財
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産を保護するため，公にすることが必要であるとは認められないこ

とから，法５条１号ただし書ロに該当するとは認められない。 

     また，被処分者は公務員であり，本件事案の中に被処分者の職務に

関係する部分が含まれているとしても，処分を受けることは，被処

分者に分任された職務遂行の内容に係る情報とはいえないことから，

法５条１号ただし書ハに該当するとは認められない。 

 （４）法６条２項の部分開示の可否について 

    次に，法６条２項の部分開示の可否について検討する。 

   ア 懲戒処分書の被処分者の「氏名」及び「官職」，処分説明書の「２ 

被処分者」欄の「所属部課」，「氏名」，「官職」及び「級及び号

俸」の部分並びに矯正措置書（訓告書，厳重注意書及び厳重注意書

（口頭））の被処分者の「所属部課」，「官職」及び「氏名」の部

分は，個人識別部分であることから，部分開示の余地はない。 

     したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とすること

が妥当である。 

   イ 処分説明書の「３ 処分の内容」欄の「処分の理由」並びに矯正措

置書（訓告書，厳重注意書及び厳重注意書（口頭））の訓告又は厳

重注意の事由の記載の不開示部分は，これらを公にした場合，同僚，

知人その他の関係者においては，当該被処分者が誰であるかを知る

手掛かりとなり，その結果，懲戒処分等の内容や非違行為の詳細等，

当該被処分者にとって他者に知られたくない機微な情報がそれら関

係者に知られることになり，当該被処分者の権利利益が害されるお

それがないとは認められないので，部分開示できない。 

     したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とすること

が妥当である。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ４ 本件各一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号に該当す

るとして不開示とした各決定については，別表の４欄に掲げる部分を除く

部分は，同号に該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であ

るが，別表の４欄に掲げる部分は，同号に該当せず，開示すべきであると

判断した。 

（第３部会） 

  委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別表 

１  

年度 

２ 文書番

号 

３ 文書名 ４ 開示すべき部分 

平成

１８

年度 

文書１ 平成１８年６月１６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書２ 平成１８年６月１６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書３ 平成１８年６月１６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書４ 平成１８年６月１６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書５ 平成１８年６月１６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６ 平成１８年６月１６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７ 平成１８年７月１３日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８ 平成１８年７月１３日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９ 平成１８年７月１３日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１０ 平成１８年７月１３日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１１ 平成１８年８月８日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１２ 平成１８年８月８日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３ 平成１８年８月８日付け

懲戒処分書 

なし 

文書１４ 平成１８年８月８日付け

処分説明書 

なし 

文書１５ 平成１８年９月４日付け

懲戒処分書 

なし 

文書１６ 平成１８年９月４日付け

処分説明書 

なし 

文書１７ 平成１８年１０月３１日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 
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文書１８ 平成１８年１０月３１日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１９ 平成１８年１１月１０日

付け懲戒処分書 

なし 

文書２０ 平成１８年１１月１０日

付け処分説明書 

なし 

文書２１ 平成１８年１１月１０日

付け懲戒処分書 

なし 

文書２２ 平成１８年１１月１０日

付け処分説明書 

なし 

文書２３ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書２４ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書２５ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書２６ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書２７ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書２８ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書２９ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３０ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３１ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３２ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３３ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３４ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３５ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３６ 平成１８年１１月１０日 なし 



 11 

付け訓告書 

文書３７ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３８ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書３９ 平成１８年１１月１０日

付け訓告書 

なし 

文書４０ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４１ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４２ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４３ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４４ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４５ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４６ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４７ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４８ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書４９ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５０ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５１ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５２ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５３ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５４ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 
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文書５５ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５６ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５７ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５８ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書５９ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書６０ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６１ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６２ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６３ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６４ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６５ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６６ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６７ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６８ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書６９ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７０ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７１ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７２ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７３ 平成１８年１１月１０日 なし 
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付け厳重注意書（口頭） 

文書７４ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７５ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７６ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７７ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７８ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書７９ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８０ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８１ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８２ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８３ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８４ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８５ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８６ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８７ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８８ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書８９ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９０ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９１ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 
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文書９２ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９３ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９４ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９５ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９６ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９７ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９８ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書９９ 平成１８年１１月１０日

付け厳重注意書 

なし 

文書１００ 平成１９年３月３０日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１０１ 平成１９年３月３０日付

け処分説明書 

なし 

文書１０２ 平成１９年３月３０日付

け厳重注意書 

なし 

平成

１９

年度 

文書１０３ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１０４ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１０５ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１０６ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１０７ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１０８ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１０９ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１１０ 平成１９年４月２７日付 なし 
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け処分説明書 

文書１１１ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１１２ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１１３ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１１４ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１１５ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１１６ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１１７ 平成１９年４月２７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１１８ 平成１９年４月２７日付

け処分説明書 

なし 

文書１１９ 平成１９年５月２８日付

け訓告書 

なし 

文書１２０ 平成１９年８月１０日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１２１ 平成１９年８月１０日付

け処分説明書 

なし 

文書１２２ 平成１９年８月２０日付

け訓告書 

なし 

文書１２３ 平成１９年８月２０日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１２４ 平成１９年１１月９日付

け訓告書 

なし 

文書１２５ 平成１９年１１月９日付

け訓告書 

なし 

平成

２０

年度 

文書１２６ 平成２０年１０月１４日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１２７ 平成２０年１０月１４日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１２８ 平成２０年１１月１２日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 
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文書１２９ 平成２０年１１月１２日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

平成

２１

年度 

文書１３０ 平成２１年４月２７日付

け訓告書 

なし 

文書１３１ 平成２１年６月２２日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３２ 平成２１年７月８日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３３ 平成２１年７月８日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３４ 平成２１年１０月１６日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３５ 平成２１年１１月２４日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３６ 平成２１年１１月２５日

付け厳重注意書 

なし 

文書１３７ 平成２２年２月１８日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３８ 平成２２年２月１８日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１３９ 平成２２年３月２６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１４０ 平成２２年３月２６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

平成

２２

年度 

文書１４１ 平成２２年１０月２９日

付け人事異動通知書 

なし 

文書１４２ 平成２２年１０月２９日

付け処分説明書 

「処分の理由」欄２行目６文

字目ないし１８文字目，２１

文字目ないし３０文字目及び

３４文字目ないし３７文字目

並びに３行目７文字目ないし

１０文字目 

文書１４３ 平成２３年３月３０日付

け訓告書 

なし 

文書１４４ 平成２３年３月３０日付

け厳重注意書 

なし 

文書１４５ 平成２３年３月３０日付 なし 
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け厳重注意書 

平成

２３

年度 

文書１４６ 平成２３年６月３日付け

懲戒処分書 

なし 

文書１４７ 平成２３年６月３日付け

処分説明書 

「処分の理由」欄２行目１８

文字目ないし２７文字目，２

９文字目ないし３５文字目及

び４１文字目ないし３行目１

文字目，３行目４文字目ない

し１９文字目，５行目２８文

字目ないし４０文字目及び４

２文字目ないし４５文字目，

６行目６文字目，７文字目及

び１１文字目ないし４２文字

目，７行目 7 文字目ないし１

４文字目，１８文字目，１９

文字目及び３７文字目ないし

４４文字目並びに８行目１文

字目ないし１９文字目，２５

文字目ないし３０文字目及び

３６文字目ないし４４文字目 

文書１４８ 平成２３年７月１１日付

け訓告書 

なし 

文書１４９ 平成２３年７月２７日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１５０ 平成２３年９月２日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１５１ 平成２３年９月６日付け

訓告書 

なし 

文書１５２ 平成２３年９月２０日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１５３ 平成２３年１０月１１日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１５４ 平成２３年１０月１１日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１５５ 平成２３年１１月２４日

付け懲戒処分書 

なし 

文書１５６ 平成２３年１１月２４日 「処分の理由」欄５行目２１



 18 

付け処分説明書 文字目ないし４４文字目及び

６行目３文字目ないし７行目

２５文字目 

文書１５７ 平成２４年２月１日付け

訓告書 

なし 

文書１５８ 平成２４年２月１日付け

訓告書 

なし 

平成

２４

年度 

文書１５９ 平成２４年６月２０日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６０ 平成２４年７月１７日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６１ 平成２４年８月３１日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１６２ 平成２４年８月３１日付

け処分説明書 

なし 

文書１６３ 平成２５年２月１日付け

訓告書 

なし 

平成

２５

年度 

文書１６４ 平成２５年４月２６日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６５ 平成２５年１０月１０日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６６ 平成２５年１０月１１日

付け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６７ 平成２５年１１月７日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６８ 平成２６年１月１４日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１６９ 平成２６年３月２４日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

平成

２６

年度 

文書１７０ 平成２７年１月２３日付

け厳重注意書 

なし 

平成

２７

年度 

文書１７１ 平成２７年１０月７日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１７２ 平成２７年１０月７日付

け処分説明書 

「処分の理由」欄１行目６文

字目ないし１５文字目及び１

８文字目ないし２７文字目，
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３行目３１文字目ないし４０

文字目，４行目２文字目ない

し１１文字目及び２８文字目

ないし５行目４文字目，５行

目１１文字目ないし１５文字

目及び２５文字目ないし６行

目５文字目，６行目８文字目

ないし１１文字目及び１７文

字目ないし３８文字目並びに

７行目２文字目ないし９文字

目 

文書１７３ 平成２７年１０月７日付

け訓告書 

なし 

文書１７４ 平成２７年１０月７日付

け訓告書 

なし 

文書１７５ 平成２７年１０月７日付

け厳重注意書 

なし 

文書１７６ 平成２７年１０月７日付

け厳重注意書 

なし 

文書１７７ 平成２８年３月３０日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１７８ 平成２８年３月３０日付

け厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１７９ 平成２８年３月２５日付

け懲戒処分書 

なし 

文書１８０ 平成２８年３月２５日付

け処分説明書 

なし 

文書１８１ 平成２８年３月２５日付

け厳重注意書 

なし 

平成

２８

年度 

文書１８２ 平成２９年２月１６日付

け厳重注意書 

なし 

文書１８３ 平成２９年３月８日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

文書１８４ 平成２９年３月８日付け

厳重注意書（口頭） 

なし 

 


